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はじめに  

子宮がんには、子宮の入り口付近（子宮頸部）から発生する子宮頸がんと子宮の奥（子

宮体部）から発生する子宮体がんの 2つがあり、それぞれ発生する場所だけでなく、原

因や特徴も異なる別の病気です（図１）。本稿では、子宮頸がんとその 1次予防のため

のワクチンであるヒトパピローマウイルス(Human Papillomavirus：以下、HPV）ワクチ

ンについて、ワクチンの効果や副反応問題とその対応などについてもわかりやすく解説

します。本編を読んでいただき、子宮頸がんについての最新の知識を深め、HPV ワクチ

ンの正しい理解のために役立てていただければ幸いです。2次予防として重要な子宮頸

がん検診については、基本的事項を Part 2、HPV検査については Part 4で詳しく解説

していますので、ご一読下さい。 

注：多くの国では、ワクチン接種後に生じた症状で、直接ワクチンそのものとの因果関係が

証明できるものを副反応、証明ができないものを有害事象と区別して報告されております。

しかし本邦では、有害事象と考えられる症状も広く副反応と呼ばれていますので、本稿も副

反応で統一いたします。 

 

  



1) 日本における子宮頸がんの最近の動向はどうなっていますか？ 

子宮頸がんは年間約１万人が罹患し、約 2,800 人が死亡しており、患者数・死亡者数と

も近年漸増傾向にあります（2020年）（図 2）1。特に、他の年齢層に比較して 50歳未

満の若い世代での罹患の増加傾向が問題となっています（図 3）。年齢別の死亡数では

39 歳以下で年間約 130 人、44 歳以下で年間約 300 人が子宮頸がんにより死亡していま

す。また、子宮頸がんの死亡者数には、子宮体がんとの区別ができない『子宮がん』と

して登録された数は含まれていませんので、実際にはさらに多いと考えられます。しか

し、年代により登録状況が異なるため、過去の子宮頸がんによる死亡者数の推移を正確

に把握することは困難です。本稿では IA 期以上の浸潤がんの統計を示しました。

 

 

 



このように多くの若い働き盛りの女性や子育て世代の女性が、子宮頸がんに罹患して妊

娠ができなくなったり命を失ったりしているわが国の現状は、非常に深刻な問題として

捉えられるべきであると考えられます。 

2) HPV はどのようなウイルスですか？ 

HPV は、ヒトにのみ感染することができるウイルスであり、ヒトの中に住み続けていま

す。HPV は、ウイルス遺伝子をコードするためにウイルス DNA を持っており、ウイルス

粒子蛋白質が DNAを包んだ構造をしています（図 4）。HPVは、突然変異によって姿を変

えていくことがないウイルスですので、ワクチンによって誘導された免疫で、変わるこ

となく感染予防できる病原体なのです。 

 

 

HPV には、200 種類以上の遺伝子型（タイプ）が同定されています。子宮頸がんをはじ

めとする HPVに起因するがんから検出される HPVをハイリスク(high-risk) HPV と呼ん

でいます。ハイリスク HPVには、HPV16・18, 31, 33, 35, 39, 45, 51, 52, 56, 58, 

66, 68 型が含まれます 2。一方、尖圭コンジローマなどの良性のイボから検出される HPV

をローリスク(low-risk) HPVと呼び、HPV6, 11, 42, 43, 44型が含まれます。ハイリ

スク HPV、ローリスク HPVは、感染ルートは同じですが、発生する病気は全く異なって

います。 

3）HPVはどのように感染するのですか？ 

HPV は、体の表面どうしの接触によって感染するウイルスです。皮膚や粘膜にウイルス

粒子が接着すると、皮膚や粘膜を覆っている“上皮”という皮の深層にある細胞に感染

します。ウイルス遺伝子が細胞内に入り込んで、感染した細胞を変化させ、上皮から新



しいウイルスが増殖してきます。 

HPV が上皮の深層にある細胞に感染するためには、性的接触などの刺激によって、上皮

に微細な傷が生じ、そこからウイルスが上皮の深層に入り込む必要があります（図 5）。

湯船や温泉、プールでウイルスに触れあっただけでは感染しません。性的接触のような

濃厚な接触があった場合にのみ HPVが感染するのです。性的接触がない場合に HPVに感

染することはまれであるといえます。 

上述したハイリスク HPV やローリスク HPV は、性的接触によって、子宮頸部や腟（ち

つ）などの性器粘膜や、陰茎や外陰などの皮膚に感染することから、性器 HPV (genital 

HPV)と言われています。なお、性器 HPVは、喉や口腔内などの呼吸器粘膜や肛門粘膜に

も感染しますが、胃腸や子宮体部の粘膜には感染できません。 

 
では、「HPV は性感染症なのか？」というと、そうではありません。性感染症（sexually 

transmitted diseases：以下、STD）とは、性行為に伴う感染によって早期に症状を発

症することを指します。一方、子宮頸がんをはじめとするがんの原因となるハイリスク

HPV は、感染者の大部分が病気にならないことから性感染症としては取り扱いません。

したがって、子宮頸がんも性感染症ではありません。 

ただし、尖圭コンジローマは、HPV6, 11 型が感染すると、感染者の多くが数週間で性器

にイボを発症することから、いわゆる性感染症として取り扱われています。 

4）HPVが感染すると、どうなるのですか？ 

HPV 感染では、感染した部位に炎症反応を呈することがありません。そのため、HPV が

感染する部位に、子宮頸管炎、腟炎、外陰炎、咽頭炎、上気道炎などは起こらないので

す。したがって、HPVに感染しても無症状です（だから性感染症ではないのです）。その

ため、感染者は HPVに感染したことを気づくことはありません。性行為によって、知ら



ない間に感染が起こっているのです。 

ハイリスク HPVは子宮頸がんを引き起こすウイルスです。しかし、子宮頸がんになるの

は、ごくごく一部の感染者だけであり、しかもがんになるとしても数年～数十年後に発

症するのです。ハイリスク HPV感染は、子宮頸がんの必要条件ですが、それだけで子宮

頸がんになるわけではありません。子宮頸がんは、HPV 以外の他の様々な遺伝子の異常

が蓄積して、はじめてがんとなるのです。 

健康な女性の子宮頸部にも、ハイリスク HPVの遺伝子が多く検出されます（HPV検査と

言います）。また、HPVに対する抗体検査により、HPV 検査が陽性となった女性の 3倍く

らいが既に感染したことがあることが分かっています。これらのデータをまとめて推定

すると、生涯のうちに HPVに感染したことがある女性は、全女性の 50～80%と推定され

ています 3。つまり、性交経験のある女性は、ほぼすべて感染したことがあると言えま

す。これは男性も同様です。HPVは、それくらい「ありふれたウイルス」であり、普通

の生活の中で感染するウイルスなのです 4。 

HPV は、HPV検査で陽性になっても、検査上はすぐに陰性になることが多いウイルスで、

特に 20 歳代の女性では陰性化しやすいことが分かっています 5。しかし、これは HPVが

体内から消えたことを意味するわけではありません。HPV は、増殖したり、潜んだりを

繰り返しながらうまく感染し続けます。HPVは自然に排除されるとは限りません。むし

ろ一度感染したら潜伏し続ける可能性を考えて、感染しないための予防ワクチンを早い

段階で接種することが大切です。 

ハイリスク HPVが持続的に陽性となっている状態（持続感染と言います）が続くと、そ

のうちの約 10％の女性が、子宮頸がん検診で細胞異常（軽度異形成）を発病します 4。

ハイリスク HPVの持続感染が一定期間（少なくとも 6か月以上）続くことが、子宮頸が

んの前がん病変につながっていくのです。逆に、HPVが HPV検査上で陰性になる女性は、

病気を発症するリスクが低くなります 6。したがって、HPV 検査は、がんの発症リスク

を評価するうえで役立つ検査と言えます。 

5）すべての子宮頸がんの原因は HPV 感染なのですか？ 

子宮頸がんの 95％以上は、HPVが原因であることがわかっています。しかし、すべての

子宮頸がんが HPVに因るわけではありません。子宮頸がんには、HPV感染と関係のなく

子宮頸がんになるものがありますが、非常に稀（数％程度）と言われています。 

6）HPV感染から子宮頸がんの発生までの過程はどうなっていますか？ 

HPVに感染してから子宮頸がんに進行するまでの期間は、数年～数十年と考えられます。

HPV に感染した女性の一部は、感染細胞が異常な形に変化して、「子宮頸部異形成（いけ

いせい）」という病気を発症します。HPVの作用による細胞の異常は、軽い異常（軽度前

がん病変）が起こり、その中の一部は、さらに強い異常（高度前がん病変）に進行しま



す（図 6）。これらの異形成は、一般的に症状が出現しませんが、子宮頸がん検診で見つ

けることができます。しかし、がん検診を受診しないと、気づかれないまま、高度前が

ん病変から子宮頸がん（浸潤がん）に進行することがあります。 

 

 

7）日本における子宮頸がんの原因となっている HPV の種類は? 

日本のデータでは、子宮頸がんの 40～50%は HPV16 型、20～30%は HPV18 型が原因であ

り、HPV52, 58, 31, 33型がこれに続いて、子宮頸がんから検出されています 7,8。つま

り、子宮頸がんの 60～70%は HPV16・18型によります。また，健常女性の子宮頸部にお

ける HPV16・18 型の検出頻度は 10%程度ですが、子宮頸がんに向かうにつれて HPV16・

18 型の占める割合が増加するのです 4。子宮頸がんになる危険度は、HPV16・18 型感染

がある女性は、感染のない女性の 200～400 倍高いと言われています 5。 

HPV16・18型は、感染してからがんに向かうスピードが速いことがわかっています。そ

のため、20～40 歳代で発症する若い世代の子宮頸がんでは、特に HPV16・18 型の頻度

が高く、20歳代の子宮頸がんの約 90%は HPV16・18 型が原因となっています 9。そして

2価と 4価の HPVワクチン(後述)は、この HPV16・18型の感染を予防できるワクチンな

のです 10。 

8) 子宮頸がんの治療法は？ 治療後の後遺症にはどんな症状がありますか 



IA2 期以上の浸潤がんに対しては根治手術（子宮や卵巣・リンパ節を広く摘出）や放射

線治療、化学療法（抗がん剤による治療）が選択されます。近年の治療法の進歩により

子宮頸がんの治療成績はかなり向上してきていますが、依然として進行症例の予後は不

良です。またこれらの治療により救命できたとしても、妊娠・分娩ができなくなったり、

排尿障害、下肢のリンパ浮腫、ホルモン欠落症状など様々な後遺症が出現したりして苦

しむ患者さんも少なくありません。 

9）子宮頸がんの予防策として、なぜ検診だけではダメなのですか？ 

日本では、子宮頸がんの予防対策として昭和 58 年より老人保健法に基づく子宮頸部細

胞診による子宮頸がん検診が開始され、歴史的には死亡率の減少に大きな成果をあげて

きました。しかしながら、近年では子宮頸がんの罹患率・死亡率はともに増加傾向にあ

ります。 

検診（細胞診）を施行した場合、子宮頸がんや前がん病変を有する人が検診で陽性を示

す割合（感度）は、研究によって差はありますが、50％～70％と十分に高いとはいえま

せん 11。つまり、がんや前がん病変がある人でも、一定の割合で検診では異常なしと判

定されてしまう可能性（偽陰性）があることから、2 年に 1 度の検診受診は重要です。

特に妊娠中の病変や若年層に多い腺がんは、見逃される可能性があると言われています。

また日本の検診受診率は 40％台（過去 2 年間の全国平均 43.7%(20〜69 歳)）12であり、

欧米先進国の 70〜80％台と比較して低く、検診の受診勧奨や無料クーポンによる助成

等の様々な努力が行われても、特に 20 歳代を含む若年層の検診受診率は低迷したまま

となっています。 

さらに近年、感度がより高いとされ欧米諸国で導入され始めている HPV検査を用いた子

宮頸がん検診は、子宮の入り口に HPV が感染しているかどうかの検査を単独で行う、も

しくは細胞診と組み合わせて行う検診手法です。日本ではその有用性に関して臨床研究

が行われている段階です。HPV検査を用いた検診はがんになることを減らす利益だけで

はなく、偽陽性（病気が無くても陽性と判定されてしまうこと）や過剰診断といった不

利益もあります。現在、不利益を最小化するための検討が行われています。これから、

わが国の状況に合わせた子宮頸がん検診における HPV 検査の位置づけが明らかになっ

てくると予想されます。また欧米やオセアニアでの HPV 検査の検診への導入は、HPVワ

クチン接種と組み合わせて考えられています。このような理由から、わが国において、

検診のみで子宮頸がん（特に若い世代の）の死亡率を顕著に低下させていくことは困難

な状況にあると言えます。 

また子宮頸がんの前がん病変である子宮頸部上皮内腫瘍/扁平上皮内病変（上皮内がん

を含む）あるいはごく初期の浸潤がん（IA1期）までに発見されれば、子宮頸部円錐切

除術による子宮温存も可能ですが、円錐切除術はその後の妊娠における早産のリスクを



高めたり 13、子宮の入り口（頸管）が細くなったり閉じてしまう可能性などの合併症の

リスクを伴い将来の妊娠・出産に影響が出る可能性があります。したがって浸潤がんに

なる前に検診で見つければ、円錐切除を受けて治るので妊娠・出産も問題なく大丈夫と

いった考え方は適切とは言えません。日本では年間約 14,000 人の方がこの手術を受け

ており、そのうち約 1,300人が手術後に妊娠しその約 20％に早産が認められています。 

このような背景から、子宮頸がんの根本的な原因となる HPV感染そのものをワクチンに

よってブロックしてがんにならないようにすること(１次予防)と、検診によるスクリー

ニングで高度前がん病変と早期のがんを発見して治療し、結果的に浸潤がんを減らしが

んによる死亡を予防すること（2次予防）の両者の併用による予防の重要性が世界的に

認識され、WHO の子宮頸がんの予防戦略のグローバルコンセンサスに至りました（図 7）
14。つまり、検診とワクチンを組み合わせることにより、それぞれの欠点を相互に補填

しあうことで、より効果的な子宮頸がんの予防を目指すことが世界の流れとなっていま

すが、残念ながら、日本は、どちらの点でも、立ち遅れているのが現状です。 

注）子宮頸がん検診の詳細については Part 2、Part 4をご覧ください。  

 

2. HPV ワクチンの基本的事項 

1) 日本で接種できる HPVワクチンの種類と接種方法は？ 



国内において厚生労働省に承認されている HPVワクチンは、2価ワクチンと 4価ワクチ

ンと 9価ワクチンの 3種類があります。このうち、女子への定期接種として接種できる

のは 2価ワクチンと 4価ワクチンです。2価ワクチンは子宮頸がんの主要な原因となる

HPV16・18型に対するワクチンであり、一方 4価ワクチンは HPV16・18型および尖形コ

ンジローマの原因となる HPV6・11 型の 4 つの型に対するワクチンです。両者とも組換

え DNA 技術を用いて HPVの表面の殻（から）の部分の蛋白質を発現させ、ウイルスに似

せた粒子（virus-like particles: VLP）を人工的に作成したものを抗原として用いて

います。VLPにはウイルス DNAは含まれていないため、ワクチン自体に感染性や発がん

性はありません 15。また両者ともアジュバンド（免疫増強剤）としてアルミニウム塩が

含まれています。接種スケジュールは 2価ワクチンでは 0、1、6ヶ月の 3回、4価ワク

チンでは 0、2、6ヶ月の 3回であり、投与方法は筋肉注射です。筋肉注射の部位として、

導入時は肩峰から 3横指下として接種されておりましたが、近年新型コロナウイルスで

一般化したワクチンの筋注法として、腋窩と交わる高さでの接種も薦められております。

厚生労働省や日本プライマリケア学会では両者が併記されており、HPVワクチンも同様

の接種法が薦められます。小児科学会では三角筋の中央部（肩峰の高さの水平線を底辺

として、腋下の高さを頂点とした中央部）も薦められております。いずれの方法にして

も被接種者の三角筋の様子をしっかりと観察することが重要です。また、HPV 以外の他

のワクチンとの接種間隔については、新型コロナワクチンとは 2週間あける必要がある

以外は、他のワクチンと接種間隔を開けることは不要となりました。 

9 価 HPV ワクチンは、日本では 2020 年 7 月 21 日に厚生労働省より製造販売が承認さ

れ、2021年 2月より販売されていますがまだ定期接種ではなく、9歳以上の女性のみの

任意接種となっています。また、男性への接種は、4価 HPVワクチンのみが承認されて

います。 
2) HPV ワクチンが感染を予防するしくみは？  

HPV ワクチンは、HPV が腟や子宮頸部に接着して、侵入するところを「抗体」という蛋

白質によってブロックすることで感染を防ぎます（図 8）。すべての予防ワクチンは、

予防接種をうけたヒトの体内で、免疫応答によって「抗体」を産生することで、病原体

の感染をブロックできます。HPV ワクチンも、HPV16・18 型などに対する「抗体」を体

内で産生させることで、HPV16・18型などの感染をブロックしています。「抗体」は HPV

遺伝子型ごとに決まっているので、原則的に同じ型の HPV感染を予防することになりま

す。体内で「抗体」を産生して性器の粘膜や皮膚に抗体を出すためには、HPVワクチン

を筋肉注射するのが最も有効であることがわかっています 10。血管内を流れる HPVに特

異的な「抗体」が性器粘膜に漏れ出てきて、そこで HPV 感染をブロックします 9。「抗

体」を体内に長期間、高濃度で産生し続けるためには、HPVワクチンを複数回接種する

のが有効です。2 回、3 回目の接種によって免疫応答が数倍以上に高まり、少なくとも

10 年以上は抗体が感染を予防し続けることが分かっています。 



 

 

3) HPV ワクチンがキャッチアップ接種でも効果が期待できるしくみは？  

キャッチアップ接種の意味は、性交経験があって HPV16, 18, 6, 11型以外の HPVに感

染している女性に対して、将来 HPV16, 18, 6, 11 型に感染することを予防するという

ことです。 

HPV ワクチンの開発段階で実施された 8000 人規模の第Ⅲ相臨床試験においては、26 歳

までの女性が参加しました。現在のキャッチアップ接種世代という集団になります。そ

の臨床試験では、HPV16, 18, 6, 11 型に感染したことがない女性（これらの HPVにつ

いて、DNA 検査陰性、抗体検査陰性）が多く含まれていました。そのような女性では、

既に性交経験があると予想されますが、HPV ワクチンの感染予防効果が 100%近いことが

確認されています。キャッチアップ接種世代の女性には、HPV16, 18, 6, 11 型にまだ

感染したことがない女性は多く含まれることから、キャッチアップ接種を受けることは

有意に前がん病変の発症を減らすことになります。 

なお、既に子宮頸部異形成に罹っている女性では、HPV ワクチンの効果は乏しい（治療

効果はありません）ので、定期的なフォローアップや適宜治療をうけるようにするべき

です。HPVワクチン接種をする前に HPV検査をするのは勧められていません。 

 

4) 接種は 2回でもいいのですか？９価ワクチンについても教えてください。  

現在国内で承認されている 2 価ワクチンまたは 4 価ワクチンの適切な接種により子宮

頸がんの 60〜70％の原因となる HPV16 型・18 型の感染は予防できますが、基本的には

その 2つ以外の型の HPVの感染による子宮頸がんの発症予防は、一部の型に対しては交



差防御の可能性が示唆されていますが完全ではなく、ワクチンを接種していても、20歳

になったら国の指針である子宮頸がん検診を定期的に受ける必要があります。 

最近では、2 価、4 価の HPV ワクチンに加えて、9 つの型の HPV（6・11・16・18・31・

33・45・52・58 型）をターゲットとした 9価ワクチンが開発され 16、WHO（世界保健機

関）でもその安全性と有効性が認められ、米国・オーストラリア・中国など多くの国で

すでに認可されています。この 9価ワクチンは子宮頸がんの原因となるほとんどの HPV

型を網羅するため、普及すれば子宮頸がんの 90％あるいはそれ以上が予防可能になる

と期待されています 10。米国やオーストラリアなどではすでに定期接種ワクチンとして

男女への接種が開始され、この動きは世界に広がっています。日本では、2020 年 5 月

22 日に令和 2 年度第１回薬事・食品衛生審議会 医薬品第二部会において承認が了承

され、2020年 7月 21日に承認されました。 

また、WHOの考え方を示す Position Paper17においては、9〜14歳の女児に対しては、

0、6 ヶ月の 2 回接種（15 歳以上は 3 回接種）が推奨されており、若年者では 2 回接種

により十分な免疫が得られるとされています。2回接種にすることでワクチンを受ける

女児の負担が軽減されることが期待でき、多くの国のワクチン接種プログラムは 9〜14

歳では 2 回接種としています。しかし、日本国内ではこれまでのところ、2 価・4 価ワ

クチンとも 2回接種は承認されていません（2022年 5月時点）。 

注）最新の HPVワクチンの情報（疫学データ、9価 HPVワクチンの詳細については Part 3

をご覧ください。 

 

3. HPV ワクチンの有効性 

1）HPVワクチンの海外での有効性の報告は？  

2 価・4 価ワクチンとも、発売前のそれぞれの大規模な臨床試験（第 3 相試験）におい

て、未感染者に対しては HPV16・18 型の感染をほぼ 100％予防し、HPV16・18 型による

前がん病変（CIN2 および CIN3）の発生をほぼ 100％予防することが明らかにされまし

た 18,19。これらのエビデンス（科学的証拠）を基に、欧米の多くの国々では 2006〜2008

年に 9〜13歳（国によって異なる）の女児を対象とした HPV ワクチンの定期接種プログ

ラムが開始されました。 

HPVワクチン接種を公費助成による国のプログラムとして早期に取り入れたオーストラ

リア・イギリス・米国・北欧などの国々では、すでにワクチン接種世代において標的と

する型の HPV16・18型の感染率の劇的な減少が示されています 20–23。たとえば、接種率

が約 90％におよぶスコットランドでは、2009年の 20～21歳女性の子宮頸がん検診時の

サンプルで HPV16・18型感染率は 28.8％でしたが、2013 年には 10.1%と減少しており、

疫学的にも有効性が証明されました 21。 

さらに重要なことは、HPVワクチン接種プログラムを導入し、接種率が 70％を超える



これらの国では、プログラム開始から 7〜8 年以上が経過し、導入以前のワクチン未接

種世代と比較して、接種世代における子宮頸がんの前がん病変である中等度異形成

(CIN2)・高度異形成と上皮内がん(CIN3)・上皮内腺がん(AIS)の発生が有意に低下して

いることです 24–26。スコットランドの例 24を図 9 に示します。これらは、前がん病変の

減少データですが、浸潤子宮頸がん減少のデータは、Part 3 で詳しく解説します。 

 

子宮頸がんは必ず前がん病変を経て浸潤がんへと進展していくことから、数年〜数十年

後にはこれらの国々において、子宮頸がんは確実に減少し、さらにそれに加えて、肛門

がん・中咽頭がん・陰茎がんなど、HPV 関連がんが男女で大幅に減少すると推測されて

います。 

 

2）HPVワクチンの集団免疫効果とはどのようなものですか？  

オーストラリア、イギリス、米国における調査により、ワクチン接種世代と同世代のワ

クチンを接種していなかった人々においても HPV16・18型の感染率が低下したという報

告がされています 20–22。この現象は“集団免疫効果”と呼ばれ、公衆衛生学的にワクチ

ン接種の重要な意義とされています。ワクチン接種率が高くなると、HPVに感染してい

る人の絶対数が減少し、接種していない人もウイルスに暴露され感染する機会が激減す

るため、ウイルス感染率が社会全体として減少していくのです。これらの国々では、若

年世代が全体で HPV ワクチン導入による集団免疫のベネフィットを受けていることが

示唆されています。妊婦への風疹感染のリスク低減にとって集団免疫が重要であること

と同様に、国が行うワクチン接種プログラムは、集団免疫の確立が目標であるものの、

本邦での対策は不十分と言わざるを得ません。 



3）HPV ワクチンにより前がん病変だけでなく浸潤がんが減少した証拠はありま

すか？ 

フィンランドにおける 3 つの臨床試験のワクチン接種者と非接種者のその後の浸潤が

んの発症率を、がん登録を用いて 2007 年 6 月～2015 年 12 月の 7 年間検証した研究結

果が報告されました 27。その報告によると、HPV に関連のない浸潤がんの罹患率はワク

チン接種の有無で差はなかったのに対して、HPVに関連した浸潤がんの罹患は、非接種

群では子宮頸がん 8人（罹患率 6.4人/100,000観察人年）、外陰がん 1人（0.8人/100,000

人年）、口腔咽頭がん 1人（0.8人/100,000人年）の計 10人（8.0人/100,000人年）に

認められたのに対し、接種群では浸潤がんの罹患は 1人も認められませんでした。 

注）観察人年とは、ある集団の病気の罹患率などを明らかにする場合に、観察期間が異なる場合が多いた

めに用いられる手法。1 人が 7 年間観察できた場合には 7 観察人年、1 人が 5 年であれば 5 観察人年とな

り、各参加者の観察人年の合計に対して、何人の罹患者がいたかを調査し、本研究では罹患率を 100,000

人年当たりの人数で示しています。 

フィンランドの報告と同様に、イギリスやオーストラリア 28など、HPVワクチンの接種

プログラムを早期に取り入れた国々では、導入から 10 年を経過してきたため、ワクチ

ン接種による前がん病変の減少だけでなく、子宮頸がん（浸潤がん）が報告され、今後

は HPV関連癌の罹患・死亡の減少という結果が発信されることが予想されます（図 10）。 

 
 

4）日本における HPVワクチンの有効性のデータがありますか？  

日本においても HPVワクチンの有効性に関する多数の報告があります。その一部を紹介

します。 



<HPV感染予防効果> 

HPV ワクチンの有効性を評価するために日本医療研究開発機構 AMED「革新的がん医療実

用化研究事業」29として榎本らが新潟県において行っている NIIGATA STUDY では、2016

年度までに登録完了したワクチンの有効性の中間解析で、20～22歳(公費接種世代を含

む)における HPV16・18型の感染はワクチン非接種者 2.2％（10/459）に比べて、ワクチ

ン接種者では 0.2%（3/1379)であり、ワクチン接種者で感染率は有意に低く（p<0.01）、

ワクチンの有効性は 91％と高い感染予防効果があることが示されました。更に、性的

な活動性による感染リスクの差を調整（ワクチン接種前に初回性交があった者を除外し、

性交経験人数の差を調整）すると、ワクチン有効性は約 94％に高まることが示されま

した 30。 

さらに NIIGATA STUDY では、接種から約 9年が経過した 25-26歳時点での長期的効果

についても検討しています 31。HPV16/18型感染率は、非接種群で 5.4％でしたが、接種

群では感染者を認めませんでした（p＝0.0018：ワクチン有効率 100％）。我々の先行研

究で交差防御型として報告した HPV31/45/52型感染率も、非接種群に比べ接種群では有

意に低下していました（3.3％ vs 10.0％：p = 0.013）。HPV 感染に対する HPV ワクチ

ンの長期効果(9年間)を日本で初めて実証しました(図 11)。 

 

松本らが報告した MINT STUDYの中間解析結果では、軽度前がん病変(CIN1)に罹患した

集団での HPV16・18 型の陽性率を年代別に比較したところ、20～24 歳の年代では 2012

年(ワクチン導入前世代)から 2017年(ワクチン接種後世代)にかけて陽性率が 50.0％か

ら 0.0％にまで劇的な減少が見られました。また HPV16・18 型陽性の高度前がん病変

(CIN2-3)と上皮内腺がん(AIS)においても、20～24 歳の年代では 83.3%から 45.0%へと

減少していました 32。 



小貫らは CIN2-3、AIS、浸潤子宮頸がんと診断された 40 歳未満の女性を解析し、それ

らの組織診異常への HPV16/18 型の感染率を確認しました 33。結果として、非接種者で

は 47.0%でしたが、12-15歳で接種を受けた場合は 0%、16-18歳では 13.0%、19-22歳で

は 35.7%、22歳以上では 39.6%であり、18歳以下で接種を受けた方がより効果的である

ことを報告しました。そして初交前に接種したものでは HPV16/18型感染率は 0%であっ

たのに対して、初交後 3年以内では 12.5%、初交後 3年以上経過してから接種したもの

では 40.0%であり、初交前に接種することの重要性も示されました。 

さらに軽部らは、秋田県の 1施設で細胞診異常もしくは HPVスクリーニング陽性者に対

して、2008～2017年に HPVタイピング検査を行った結果を報告しました 34。18-24歳の

年代では 2008～2012 年(ワクチン導入前世代)と 2013～2017 年(ワクチン接種後世代)

にかけてハイリスク HPV 感染率は 69.4%から 50%へと有意に減少していました。また、

HPV16・18 型感染は 36.7%から 5.8%へ有意に減少していた一方で、25歳以上の年代では

特に減少は認められませんでした。 

＜細胞診異常率予防効果＞ 

宮城県では、小澤らが子宮頸がん検診を受診した 20～24 歳の細胞診異常を比較検討し

たところ、意義不明な異形扁平上皮細胞(ASC-US)以上の細胞診異常が、接種群では2.41%、

非接種群では 5.03%であり、接種群で有意に細胞診異常率が低く、52.1%のリスク低減

効果が認められたと報告しています 35。 

秋田県では田中らが、子宮頸がん検診を受診した 20～24 歳の細胞診異常について、

ASCUS 以上の細胞診異常は接種群では 0.24%、非接種群では 2.04%であり、こちらも接

種群で有意に細胞診異常率が低く、ワクチンの有効性は 88.1%と報告しています 36。 

上田らは全国 7都市(いわき市、川崎市、大津市、高槻市、大阪市、松山市、福岡市)に

おいて、HPV ワクチンの公費助成が始まる前の世代(ワクチン導入前世代：1990～1993

年度生まれ)と、公費助成によりワクチン接種率が 70%程度まで上昇した世代(ワクチン

接種世代：1994～1995年度生まれ)を対象に、20歳時点での細胞診異常率を比較しまし

た。ワクチン導入前世代では ASCUS以上の細胞診異常率は 3.96%であったのに対してワ

クチン接種世代では 3.01%と、有意に ASC-US 以上の細胞診異常率が減少していました

(P=0.014)。また、軽度扁平上皮内病変(LSIL)以上の細胞診異常でも、ワクチン導入前

世代は 2.11%であったのに対してワクチン導入世代では 0.58%と有意な減少を認めまし

た 37。 

<組織診異常率> 

今野らは、日本で 20～29 歳で子宮頸がん検診を受けた 22,743 人の女性において、病理

診断で高度前がん病変（中等度・高度異形成と上皮内がん）の頻度を検討したところ、

HPV ワクチンを接種した女性では接種していない女性に比べて、69% 罹患リスクが減少

していると報告しました 38。 

小澤らは 20〜24 歳の女性における細胞診異常と組織診異常を解析し、HPV ワクチン接

種により、高度扁平上皮内病変(HSIL)以上の細胞診異常率は 82%減少し、中等度異形成



(CIN2)以上の組織診異常率は 86%減少することを報告しました 39。 

八木らは、松山市における 20 歳時の子宮頸がん検診データを用いて、組織診異常率を

生まれ世代ごとに比較して報告しました 40。1991-1993 年度生まれのワクチン導入前世

代では CIN1（軽度異形成）以上の前がん病変の罹患率が 0.24%であったのに対して、

1994-1996 年度生まれのワクチン接種後世代（ワクチン接種率 79%）では 0.15%と低い

傾向にありました。さらには高度異形成・上皮内がん(CIN3)以上の罹患者はワクチン接

種後世代では存在せず、ワクチン導入前世代が 0.09%の罹患率であったことに対して有

意に減少しており(p=0.016)、本邦から初めて CIN3 以上の減少効果が報告されました

(図 12)。 

仕子らは対がん協会のデータベースから子宮頸部の組織診の結果とワクチン接種歴を

収集して解析しました 41。中等度異形成(CIN2)以上の組織診異常は非接種者と比較して、

ワクチン接種者で統計的に有意に低く、ワクチンの有効率は 76%であり、高度異形成・

上皮内がん(CIN3)以上に対しても 91％もの高い有効性が認められることを報告しまし

た。 

 
以上のように HPV ワクチン接種プログラムは本邦においても明らかに有効であること

が続々と報告されています。これら進行中の研究の今後のさらなる症例の蓄積と解析結

果に基づいて、国内での本ワクチンの有効性が継続して示されてくるものと考えられま

す。 

5）日本においてワクチン導入により、今後どのぐらいの子宮頸がん予防効果が



見込まれるのでしょうか？  

2017 年 11 月の第 31 回副反応検討部会において発表された厚生労働省の HPV ワクチン

の効果に関する推計によると、ワクチン接種により、10 万人あたり 1,322 人の子宮頸

がん生涯累積罹患者数を 10万人あたり 595～859人減少させ、また、10万人あたり 321

人の子宮頸がん生涯累積死亡者数を 10 万人あたり 144～209 人減少させることができ

ると考えられています（図 13）。すなわち、HPV ワクチン接種により多くの子宮頸がん

の罹患や死亡の回避が期待できることが示されました。これらのデータは、2022 年 3月

に厚労省より公開された HPVワクチンに関する情報提供資材「小学校６年～高校１年の

女の子と保護者の方へ大切なお知らせ（詳細版）」に、1万人あたりの数に補正して掲載

されています 42。  

 

4. HPV ワクチンの安全性 

1）世界における HPVワクチンの安全性の検証はどうなっていますか？  

HPVワクチンは全世界の多くの国々で認可され 2020年 3月の時点で 90カ国以上におい

て国の予防接種プログラムとして実施されています。WHOは子宮頸がんや HPV 関連疾患

を世界的な公衆衛生上の問題として重要視しており、HPVワクチンを国の接種プログラ

ムに導入すべきであると繰り返し推奨しています 17。さらに WHO は 2 価・4 価・9 価い

ずれのワクチンも、優れた安全性と有効性のプロファイルを示すと結論しています 17。 



HPV ワクチンの安全性については、WHOのワクチンの安全性に関する専門委員会（GACVS）

が、世界中の最新データを継続的に解析し、2013 年以後繰り返し HPV ワクチンの安全

性を示してきました。2017 年 7 月の WHO の HPV ワクチン Safety update においても、

本ワクチンは極めて安全であるとの見解を改めて発表しています 43。その中で、最近の

世界各国における大規模な疫学調査において、非接種者と比べて有意に頻度の高い重篤

な有害事象は見つかっていないと述べられています。世界で行われたランダム化試験を

まとめて解析したコクランレビューでも、HPVワクチン接種群において全身的な事象や

重篤な反応のリスクがコントロール群（プラセボ群）に比して有意に高い頻度で検出さ

れるわけではないことが示されています 44。 

一方、HPVワクチンは筋肉注射であるため、注射部位の一時的な痛みは 9割以上、一過

性の発赤や腫れなどの局所症状は約 8割の方に生じます。また、若年女性で注射時の痛

みや不安のために失神（迷走神経反射）を起こした事例が、頻度は少ないながらも報告

されているため、接種直後は 30 分程度安静にして異常がないことを確認することも重

要です。 

 

2）日本における HPVワクチン接種の経緯と現状はどうなっていますか？ 

日本においては 2010年度から HPVワクチン接種に対する公費助成が開始され、2013年

4月に予防接種法に基づき定期接種化されました。しかしながら接種後に広範な疼痛や

運動障害などの多様な症状が報告され、わずか 2ヶ月後の同年 6月に接種の積極的勧奨

の一時差し控えが発表されました。2021年 11月に積極的勧奨の差し控えの中止が発表

され、事実上の積極的勧奨再開となった 2022 年 4 月に至るまでの約 9 年間、HPV ワク

チンの定期接種は停止状態となっていました。 

公費助成当時の接種対象であった 1994〜1999 年度生まれの女子の HPV ワクチン接種率

が 70％程度であったのに対して、2013年 6月の接種の積極的勧奨差し控えにより 2000

年度以降生まれの女子では接種率が劇的に低下し、欧米やオーストラリアなどとの大き

な差ができてしまいました（図 14）25。特に 2002年度以降生まれの女子では 1％未満の

接種率となっています（図 15）45。 

主に 2020 年度から定期接種対象者とその保護者に対する HPV ワクチンの積極的勧奨に

当たらない範囲での個別案内が全国の多くの自治体で開始され、案内を受けた生まれ年

度においては接種率が数％～十数％上昇したことが報告されています 46,47。2022 年度か

らは積極的勧奨が再開され、また、積極的勧奨の差し控えによって接種の機会を逃した

女性に対するキャッチアップ接種も開示されるため、接種率の上昇が期待されます。 



 

 

 

3) 日本における HPV ワクチン接種後に報告された多様な症状に対する調査は

どうなっていますか？  



日本においてワクチン接種後に報告された広範な疼痛や運動障害、起立性調節障害など

を含む多様な症状に関しては、国内外において多くの解析が慎重に行われてきましたが、

当該症状とワクチン接種との因果関係を科学的・疫学的に示した報告はありません。 

2015 年 9月の第 15回の厚生労働省副反応検討部会 48において、接種後に副反応疑いと

して報告された多様な症状は機能性身体症状であるという見解が確認されています。ま

た国内でのべ 890万回接種（約 338万人）を対象とした有害事象が検討され、多様な症

状（頭痛、倦怠感、関節痛、筋肉痛、筋力低下、運動障害、認知機能の低下、めまい、

月経不整、不随意運動、起立性調節障害、失神、感覚鈍麻、けいれん等）が未回復であ

る症例（追跡できなかった方や未報告の症例は除く）の頻度は 10 万人あたり約 5 人

（0.005％）であると報告されました 48。 

2017 年 11 月の厚生労働省の第 31 回副反応検討部会 49において、国内における HPV ワ

クチン接種後に生じた症状の最新の報告頻度が公表されました。これによると、2017年

4月末までの副反応疑い報告数は 3,080人（10万人あたり 90.6 人)であり、うち医師又

は企業が重篤と判断したものは 1,737人（10万人あたり 51.1 人)でした。 

また、HPVワクチン接種後に生じた症状について議論が行われ、これまでに HPV ワクチ

ン接種後に生じた多様な症状と HPV ワクチンとの因果関係を示唆する新しい質の高い

エビデンスは報告されていないことと、臨床の現場では医師の専門性の違い、または主

たる症状の違い等により、同一と思われる病態でも様々な傷病名で診療が行われている

実態があるものの、それらは機能性身体症状と同一のものであると考えられるとの見解

が発表されています 49。さらに、HPV ワクチン接種後の局所の疼痛や不安等が機能性身

体症状を引き起こすきっかけとなったことは否定できませんが、接種後１か月以上経過

してから発症している症例は、接種との因果関係を疑う根拠に乏しいと副反応検討部会

では整理されています 50–52。 

4）多様な症状に対する国内の疫学調査の結果は？  

国内における多様な症状に対する疫学的研究が実施されています。2016年 12月開催の

第 23 回副反応検討部会 53では、厚生労働省研究班（祖父江班）による全国疫学調査の

結果として、「HPVワクチン接種歴のない者においても、HPVワクチン接種後の症状とし

て報告されている症状と同様の多様な症状を呈する者が一定数存在した」ことが報告さ

れました。すなわち、多様な症状が HPVワクチン接種者に特有の症状ではないことが明

らかになったと言えます(図 16)。ただし、この調査では、「接種歴なし」と「接種歴あ

り」の年齢分布が極端に異なることや種々のバイアス（偏り）が存在することなどから、

HPVワクチン接種と接種後に生じた症状との因果関係について言及することはできない

と注釈されています 53,54。 



 
名古屋市においては、2015年に、1994～2000年度生まれの女性（15～21歳）にアンケ

ート調査が行われています（回収率：43.4%（30793 人/70960 人））。この調査では、接

種者と非接種者の 24 症状の年齢調整後の起こりやすさにおいて、接種者で有意に多い

症状は認められず、HPVワクチン接種と 24症状の因果関係は証明されませんでした(図

17)55。 

 

 

5）HPV ワクチン接種後に多様な症状が現れた人たちへの診療体制の整備はどう



なっていますか？  

日本産科婦人科学会は、多様な症状を呈する方の診療体制の整備を、厚生労働省とも協

力して積極的に進めてきました。現在、接種後に何らかの症状が現れた方のための診療

相談窓口が全国で 100の医療機関（令和 4年 4月 1日現在）に設置され、全ての都道府

県に整備されております 56。 

各都道府県において、衛生部局と教育部局の１箇所ずつ「ヒトパピローマウイルス感染

症の予防接種後に症状が生じた方に対する相談窓口」を設置しています 57。これらの協

力医療機関においては窓口診療科・担当者が定められ、関連する診療科間の連携がはか

られ、さらに必要に応じて慢性痛や多様な症状の診療の専門医のいるさらなる高次拠点

施設への紹介体制もすでに整備されています。このように最寄りの接種医・都道府県内

の協力医療機関・痛み等の専門医療機関の体制が構築され、万が一接種後に長引く症状

がでた際にも、安心してすぐに診療を受けられる体制が整ってきています(図 18)。 

万が一 HPVワクチン接種によって、医療機関での治療が必要になった場合、また健康被

害が出た場合は、予防接種健康被害救済制度に申請し認定がなされると、救済（医療費

や障害年金による給付）が受けられます。審査認定は、専門家による審査会で審議が行

われます。 

  

厚生労働省リーフレットより転用

（https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000901222.pdf） 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000901222.pdf


また 2015 年 8 月には日本医師会・日本医学会より『HPV ワクチン接種後に生じた症状

に対する診療の手引き』が発刊され、接種医や地域の医療機関においての、問診・診察・

治療を含む初期対応のポイントやリハビリテーションを含めた日常生活の支援、家族・

学校との連携の重要性についても明記されました。 

 

6）HPVワクチン接種後に多様な症状が現れた人たちへの治療の現状は？ 

2017 年 7 月の第 28 回副反応検討部会においては、厚生労働省研究班（牛田班)から、

HPVワクチン接種歴があり症状を呈する方に対するカウンセリングやリハビリテーショ

ンを中心とした認知行動療法的アプローチの効果に関する解析結果が示されました。す

なわち、症状のフォローアップのできた 156 例中 115 例（73.7％)においては症状が消

失または軽快しています。2021年 11月の第 72回副反応検討部会では、全 84協力医療

機関への Webアンケートの結果が方向されており、受診後の対応の多くは、当該協力医

療機関で受診終了（16 人、43％）、継続対応（15 人、41％） 、紹介元の医療機関へ逆

紹介（４人、11％）となっています 58。多くの協力医療機関では、過去２年半の間、HPV

ワクチン接種後に生じた症状で受診した患者がいない状態が続いている事が報告され

ています。 

厚生労働省は研究班の専門医とともに、上述の協力医療機関等の現場の医師等を対象に、

定期的に HPVワクチン接種後の諸症状に対する診療に関する研修会を開催し、初期対応

や治療法についての最新情報を共有しています。 

７）接種をうけることを検討している対象者や保護者は、何を参考にして知識

を得ることができるのでしょうか？ 

2022 年に厚生労働省は、3 種類の新たなリーフレットである「小学校 6 年〜高校 1 年相当

の女の子と保護者の方へ大切なお知らせ(概要版)」、「小学校 6 年〜高校 1 年相当の女の子

と保護者の方へ大切なお知らせ(詳細版)」、「医療従事者の方へ〜HPVワクチンに関する情報

をまとめています〜」を作成し公表しました 59–61。この中には HPVワクチンを接種する意義

や有効性のほか、接種後に起こりうる症状や有害事象が明記されています（図 19）。 

2019 年 8月の副反応検討部会 53では、以前のリーフレットを活用した情報提供を行ってい

る自治体数は限られており、リーフレットに関する国民の認知は十分ではないことが明ら

かになりました。そのため、よりわかりやすく HPVワクチンの有効性と安全性を伝えるリー

フレットが作成されました。また、Webページ掲載や窓口設置・配布以外にも独自に情報提

供を行っている自治体があります。 

積極的勧奨が再開されて、接種券を送付する他に、定期接種としての HPV ワクチン接種に

ついて検討・判断するためのワクチンの有効性・安全性に関する情報等や、接種を希望した



場合の円滑な接種のために必要な情報を接種対象者及びその保護者に届けることを目的に、

自治体からリーフレットの個別送付を行うこと、接種の方法（当該自治体における接種日

時・接種場所等）についても併せて通知すること、などの方向性が通知されています。 

 

厚生労働省 HP 「小学校６年～高校１年相当 女の子と保護者の方へ大切なお知らせ 

（概要版）」https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000901219.pdf 

厚生労働省 HP 「小学校６年～高校１年相当 女の子と保護者の方へ大切なお知らせ 

（詳細版）」https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000901220.pdf 

厚生労働省HP 「医療従事者の方へ〜HPVワクチンに関する情報をまとめています〜」

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000901222.pdf 

 

日本産科婦人科学会は、この解説文および一般の皆様向けのさらに簡潔な解説文をホーム

ページに公表しています62。その他にも横浜市立大学の研究グループはYOKOHAMA HPV 

PROJECT63としてホームページ上にHPVワクチンに関する最新の情報を掲載しています。日本

からのデータだけではなく、世界からのデータも和訳して記載してあるため、世界における

子宮頸がんやHPVワクチンの動向についても確認できます。 

どんなワクチンであっても、ワクチンには有効性（ベネフィット）と副反応（リスク）の両

方があり、ベネフィットがリスクをはるかに上回る場合に推奨されます。HPVワクチンが国

際的に広く推奨されているのは、社会全体におけるベネフィットがリスクをはるかに上回

るという科学的根拠に基づいているのです。接種をうける側、接種を担当する医療者の双方

が HPV ワクチンについて科学的根拠に基づく正しい知識を共有した上で、相互の信頼関係

のもと、接種をするかしないかを１人１人自らが選択することが重要です。 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000901219.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000901222.pdf


 

8)接種後に重篤な症状がおきたときに、救済制度はあるのでしょうか？ 

HPV ワクチンは、2013 年 4 月に予防接種法に基づき定期接種化されました。2013 年 6 月に

厚生労働省は接種対象者宛に接種時期をお知らせしたり、個別に接種を奨めたりするよう

な積極的勧奨は一時差し控えましたが、2022 年 4 月に積極的勧奨は再開されました。A 類

の[定期接種]とは国が国民の公衆衛生において、集団に免疫をつけることが必要と考え、本

人に接種の努力義務を課すものです。対象となる女子（12歳になる年度初日から 16歳にな

る年度末日まで；小学 6年から高校１年相当）は、公費助成を受けて、ワクチンの接種を受

けられます。万一、接種後に重篤な有害事象が発生した場合は、予防接種法に基づく救済制

度の申請は可能で、因果関係の有無などの審査の後、必要な補償が受けられる可能性があり

ます 64。 

 

5. 日本産科婦人科学会の HPV ワクチンに関する考え方は？ 

WHO は 2015年 12月の声明の中で、若い女性が本来予防し得る HPV関連がんのリスクに

さらされている日本の状況を危惧し、安全で効果的なワクチンが使用されないことに繋

がる現状の日本の政策は、真に有害な結果となり得ると警告しました 65。また、様々な

科学的データに基づいた衝撃的な将来の日本の女性の子宮頸がんによる死亡推計が発

表され、WHOの警告が現実のものとなる可能性が示されました (図 20)66。その報告では

推計モデルを用いて、積極的接種勧奨中止により、子宮頸がんによる死亡が約 5,000～

5,700 人増えると試算されました。また、罹患者は約 24,600～27,300人増加しますが、

接種の機会を逃した女性へのキャッチアップ接種(定期接種としてのワクチン接種を逃

した世代へのワクチン接種のこと)も含め接種率が早急に回復すればまだ予防できると

しています。国内で接種率 1％未満の状態が続いた場合、今後 50年間（2020～2069年）

で、59,750人程度の超過罹患、10,050人程度の超過死亡につながると推計されますが、

12 歳女子での接種率が 2020 年に 70％になり、13～20 歳女子の接種率についても 50％

にキャッチアップ接種が行われた場合（接種率 60％、かつ、現在は自費接種の 9 価ワ

クチンを接種すると仮定）、それぞれ 83％・78％抑制できると推計されています。しか

し日本は世界が目標とする子宮頸がん排除（図 7）からは程遠い状態ではあります。  



 

日本産科婦人科学会は、科学的見地に立って、子宮頸がんの予防戦略において HPV

ワクチンと検診の両者は共に必須であると考え、これまでに HPVワクチン接種の積

極的勧奨の再開を国に対して強く求める声明を複数回にわたり発表してきました
67,68。また本会および日本小児科学会などを含む 17の予防接種推進専門協議会の関連

学術団体は、HPVワクチン接種推進に向けた見解を国内外に発信しています 69,70。自

治体が HPV ワクチンは定期接種であることを対象者や保護者に対して告知する動き

への指示も表明していました 71。 

さらに、これら子宮頸がんの予防戦略の早期実現に向けて、厚生労働省および内閣

官房に対しても要望書を提出しました 72。その中では、HPV ワクチンの積極的勧奨の

一刻も早い再開に加え、積極的勧奨一時差し控えにより HPV ワクチンを接種しない

まま定期接種対象年齢を越えた女子に対する定期接種に準じた接種機会の確保や子

宮頸がん検診受診勧奨強化、9価ワクチンの早期承認、男子への接種の承認、さらに

は、関連学術 21団体の要望書として文部科学省に小中学校でのがん教育の充実など

も求めており、「がん教育推進のための教材」改定版に HPVワクチンについての記載も

加わりました 72,73。 

2022年 4月より、積極的接種勧奨の差し控えは中止され、平成 9年度～17年生まれまで

の女性への無料キャッチアップ接種が実現しました。しかし、私どもはこれからも、子

宮頸がんと HPVワクチンに関する科学的根拠に基づく正しい知識と最新の情報を常

に国民に向けて発信するとともに、接種勧奨の再開にあたり、接種対象の女性とそ



のご家族に対して、接種医がワクチンのベネフィットとリスクの十分なインフォー

ムドコンセントを行い、相互信頼関係の下に、希望する人が、接種を受けられる体

制を構築していきます。 

将来、先進国の中でわが国だけが、多くの女性が子宮頸がんで子宮を失ったり、命

を落としたりするという不利益が、これ以上拡大しないよう、日本産科婦人科学会

は、ワクチン接種と検診という両者による子宮頸がんの予防およびこの病気の排除

を皆様と共に目指していくべきと考えております。そのために、市民の皆様、メデ

ィア関係者の皆様との情報交換の場を今後も設けてまいります。そして今後も最新

のデータをアップデート・発信し、国民１人１人の HPV ワクチンに関する正しい理

解と子宮頸がん予防推進の助けになるように一層の努力をしてまいります。 
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